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国による制度の創設や改正に伴い、その事務を取り扱う地方自治体は、コン

ピュータシステムの構築や改修を行うことになる。その際、制度等の詳細な仕

様が明確になる前に制度だけが開始されてしまうため、業務内容や作業量を明

確にとらえられず、システム化に伴う仕様がわからない中でシステム業者の選

定や調整を開始せざるを得ないのが現状である。 
また、経費についても、各地方自治体では積算根拠を明確にし、適正価格で

のシステム構築や改修に努めているところであるが、このような状態では適正

な価格を判断することは困難である。 
このままでは、ＩＴ化が進展する中、今後も制度創設や改正のたびにコンピ

ュータシステムの構築や改修の経費は増大し続け、各地方自治体の財政が圧迫

されることは明白である。 
こうした状況から国においては、俄かに注目を集めているクラウドコンピュ

ーティングについて開発を進めているところである。クラウドコンピューティ

ングの利用は、国の制度創設や改正のたびに、ほぼ同様の仕様でコンピュータ

システムの構築を行う全国の地方自治体における経費を軽減し、業務内容の標

準化と業務サービスの平準化をもたらすもので、その導入は急務と考える。 
よって、下記の点について、国及び政府に対し、速やかに行われるよう、強

く要請する。 
 

記 
 

１．全国一律の制度を義務付けるときは、国においてコンピュータシステムを

構築し、クラウドコンピューティングによって、各地方自治体の使用に供

すること。 
２．今後の国による政策転換に伴う既存システム改修費等は、全額国庫負担に

て行うこと。 


